
 

一般会計補正予算（第４号）における新型コロナウイルス感染症総合対策事業 

について 

 

 

 歳 入 （ ８６，７５４千円 ） 

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金    ２７，８４７千円 

２ 価格高騰緊急支援給付金（住民税非課税世帯等への給付金）に係る補助金 

５７，６５０千円 

３ 持続可能な周遊観光促進事業補助金            １，２５７千円 

 

 歳 出 （ ８６，７５４千円 ） 

１ 新型コロナウイルス感染症総合対策事業             ８５，４９７千円 

（１）地域経済活動を守るための取組み            ８，７００千円 

  ア 農業経営者物価高騰緊急支援金            ４，２００千円 

 
  イ 中小企業・小規模事業者等物価高騰緊急支援金     ４，５００千円 

 

（２）住民生活を守るための取組み               ７６，７９７千円 

  ア 価格高騰緊急支援給付金事業            ５７，６５０千円 

    （住民税非課税世帯等への給付金） 

 

  イ 次世代応援特別給付金事業             １９，１４７千円 

 

２ その他（寄ロウバイ園事業用備品ほか）          ５，５１７千円 

３ 予備費                        △４，２６０千円 

肥料や燃料、生産資材などが高騰し、農業の事業継続に影響が生じて

いるため、農業収入を税務申告する農業者を対象に支援金を支給すること

で、農業経営の安定化を図ります。 

電気料金等の値上がりの影響が大きい、販売等の店舗を構える町内の中小企

業・小規模事業者等を対象に支援金を支給することで、まちの賑わい維持や事

業の継続・経営の安定化を図ります。 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に対する生活支援策として、住民税非

課税世帯等に対し給付金を支給することで、家計負担の軽減を図ります。（対

象世帯に対し、１世帯５万円を給付） 

原油価格高騰等に対する生活支援策として、１６歳から２２歳の次世代がい

る世帯に対し給付金を支給することで、家計負担の軽減を図ります。（対象者

１人につき３万円を世帯主に給付） 


